
全国平均
令和５年度 令和４年度(令和４年度)

固定資産構成比率 98.5％ - 98.3％

　総資産に対する固定資産の占める割合で、
比率が大であれば資本の固定化の傾向にあ
る。農業集落排水事業は施設が多く、比率は
大となる。

　農業集落排水事業は多額の設備投
資を必要とする事業であり、固定資
産の占める割合が高く、全国平均を
やや上回っている。

固定負債構成比率 17.6％ - 28.3％

　総資本に対する固定負債の占める割合で、
比率が小さいほど経営が安定しているといえ
る。農業集落排水事業では施設建設を企業債
に依存するため大となる。

　全国平均を下回っており、企業債
への依存度が比較的低い。

自己資本構成比率 79.8％ - 67.2％

　総資本に対する自己資本の占める割合で、
比率が大であれば経営の健全性が大である。

　全国平均を上回っているが、他会
計補助金の繰入により、剰余金が高
額となっていることが要因の一つと
考えられる。

固定資産
　対長期資本比率

101.1％ - 103.0％

　固定資産の調達が資本と固定負債の範囲内
で行われているかどうかを示すもので１０
０％以下が望ましい。

　全国平均を下回っているものの、
１００％を超えているため、やや資
本投下が過大である。

固定比率 123.4％ - 146.4％

　固定資産が自己資本によって賄われている
べきであるとする企業財政上の原則から１０
０％以下が望ましいが設備の取得を企業債に
依存する企業では必然的に大となる。

　他会計補助金の影響で剰余金が高
額となったことで、全国平均を下
回っているが、１００％を上回って
いることから、企業債への依存度が
高い状態となっている。

流動比率 58.8％ - 36.9％

　短期債務について、これに応ずるべき流動
資産が十分であるかどうかの割合を示すもの
で１００％以上であれば良いが、理想は２０
０％前後。

　１００％を下回り、支払能力が低
い状態であるが、全国平均を上回っ
ている。
　他会計補助金を繰り入れること
で、会計内の現金が増加したことが
要因の一つと考えられる。

自己資本回転率 0.01回 - 0.02回

　自己資本の活動能率を示すもので、この比
率が高いほど投下自己資本に比べて営業活動
が活発なことを示す。

　全国平均を下回っており、比較的
営業活動が活発とは言えない状況で
ある。

固定資産回転率 0.01回 - 0.01回

　営業収益と設備資産に投下された資本との
関係で、設備利用の適否をみるためのもので
あり、比率が大きいほうが良い。

　全国平均と同等で、平均的な設備
利用度である。

減価償却率 4.0％ - 3.6％

　減価償却費と固定資産の帳簿価格と比較す
ることによって固定資産に投下された資本の
回収状況をみるためのものである。

　全国平均をやや上回っており、概
ね良好な資本回収がなされている。
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農　業　集　落　排　水 事 業 の 経 営 分 析 表

項　　　目
比　　　率

算 出 基 礎 左 の 説 明 分 析 結 果本　　市

流動資産
流動負債

×100

営業収益－受託工事収益
期首固定資産＋期末固定資産

２

当年度減価償却費
有形固定資産＋無形固定資産
　－土地（立木）－建設仮勘定
　＋当年度減価償却費

×100

固定負債
負債資本合計

×100

固定資産
総 資 産

　＋繰延資産
（総資産＝固定資産＋流動資産

×100

資本金 +剰余金 +評価差額等 +繰延収益
負債資本合計

×100

固定資産
資本金+剰余金+評価差額等

+固定負債+繰延収益

×100

固定資産
自 己 資 本 金 + 剰 余 金
+評価差額等+繰延収益

×100

営業収益-受託工事収益
期首自己資本+期末自己資本

２
(自己資本=資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益)



全国平均
令和５年度 令和４年度(令和４年度)

項　　　目
比　　　率

算 出 基 礎 左 の 説 明 分 析 結 果本　　市

総資本利益率 1.07％ - 0.22％

　企業の収益性を判断するものでこの比率が
高いほど成績が良好といえる。

　全国平均を上回っているが、他会
計補助金の繰入による影響が強く、
収益性が高いとは言えない状況であ
る。

総収支比率 116.9％ - 103.5％

　総収益と総費用を比較したもので、１０
０％を超えて高いほど経営は良好といえる。

　全国平均を上回っているが、他会
計補助金の繰入による影響が強く、
収益性が高いとは言えない状況であ
る。

営業収支比率 21.6％ - 23.0％

　営業収益と営業費用を比較したもので、１
００％を超えて高いほど成績が良好といえ
る。

　全国平均を下回っており、経営状
況が良好とは言えない状況である。

利子負担率 1.7％ - 1.7％

　支払利息と企業債等との割合で資金調達の
ための負債に対して支払う支払利息の高低を
示すもので、率が低いほど利率の低い資金を
使用していることになる。

　全国平均とほぼ同率であるため借
入金に対する利子負担は平均的であ
る。

企業債償還元金
　対減価償却額比率

191.1％ - 241.5％

　企業債償還元金とその償還財源である減価
償却費を比較したもので、この比率が低いほ
ど償還能力が高い。

　全国平均下回っており、償還能力
は比較的高い。

企業債元利償還金
　対料金収入比率

195.3％ - 108.3％

　農業集落排水処理施設使用料収入に対する
企業債元利償還金の割合を示すもので、この
比率が低いほど経営状態が良好といえる。

　全国平均を大きく上回っており、
使用料によって投資額の回収ができ
ていないため、経営状態が健全とは
言えない。

職員一人当たり
　営業収益

131,286 - 50,851

　職員一人当たりの労働力がどの程度の営業
収益をあげているのかを示すものである。

　全国平均を大きく上回っており、
職員一人当たりの収益性は高いと言
える。

職員一人当たり
　有形固定資産

3,609,480 - 3,471,228

　職員一人当たりどの程度固定資産を保有し
ているかを示す。

　職員一人当たり資産保有額が全国
平均を上回っている。

○　この分析は、地方公営企業年鑑（総務省編集）によるものである。

○　算出基礎は、平成26年度決算（全国平均）から変更になり、本市の数値も新しい算出基礎を使用し算出したものである。
○　全国平均は、上記年鑑の公共下水道（法適用事業）の平均値を用いた。
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当年度経常利益（損失）
期首総資本＋期末総資本

２

×100

総 収 益
総 費 用

×100

営業収益－受託工事収益
営業費用－受託工事費用

×100

営業収益－受託工事収益
損益勘定所属職員数

期末有形固定資産
損益勘定所属職員数
　＋資本勘定所属職員数

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円

千円

建設改良のための
企業債元利償還金

使用料収入
×100

千円

千円

支払利息+企業債取扱諸費
建設改良等の企業債・長期借入金

+その他企業債・長期借入金+再建債
+リース債務+一時借入金

×100

建設改良のための企業債償還元金

当年度減価償却費－長期前受金戻入
×100


